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研究成果の概要（和文）： 
急速な東アジアにおける発展と国際競争力の源泉を産業集積と結びつけて論じた。その結果は

一般的通念とされる低賃金に基づく単なる産業の発展を超えた側面の発見であり、東アジア地

域のイノベーションの持つ役割である。独自のアンケート調査を実施した。日中韓台、ベトナ

ムなどの海外の主要な研究機関の研究者との研究ネットワークの構築に成功し、国際会議も北

京、南京、名古屋、ハノイで開催した。学術刊行物として、日本語、中国語、韓国語の図書の

公刊、英語での学術雑誌への発表も行った。 
 
研究成果の概要（英文）： 
The research project has discussed East Asia’s source of development and international 
competitiveness in the context of industrial agglomeration. The findings of the research are 
roles of innovation in opposition against common explanation of East Asian development 
which generally asserted that such development could be realized through cheap labor and 
labor-intensive industries. We conducted original questionnaire survey of firms in Taiwan, 
Korea, China, and others. A research network with major institutes abroad has been 
established in China, Korea, Taiwan, and Hanoi. International conferences have also been 
held in Beijing, Nanking of China, Nagoya, and Hanoi of Vietnam successfully. Academic 
papers as fruits of this research have also been published in Japanese, Korean, and 
Chinese. Not a few papers have been submitted to academic journals, and published in 
English. 
 
交付決定額 
 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2006 年度 21,900,000 6,570,000 28,470,000 

2007 年度 18,400,000 5,520,000 23,920,000 

2008 年度 16,700,000 5,010,000 21,710,000 

2009 年度 16,700,000 5,010,000 21,710,000 

2010 年度 15,500,000 4,650,000 20,150,000 

総 計 89,200,000 26,760,000 115,960,000 

 
 
研究分野： 社会科学 
科研費の分科・細目： 応用経済学 
キーワード： 東アジア、産業集積、IT 産業クラスター、企業連携、イノベーション、地域金 

融、新竹科学工業園区、中関村、長江デルタ、輸出加工区 
 

機関番号：13901 

研究種目：基盤研究(S) 

研究期間：2006～2010 

課題番号：18103002 

研究課題名（和文） 

東アジアにおける産業集積および企業連関の新展開と共生的持続性の研究 

研究課題名（英文） 

 Studies on Industrial Agglomeration and Corporate Linkage in East Asia and 

Symbiotic Sustainability 

研究代表者： 平川 均（HIRAKAWA HITOSHI） 

名古屋大学・経済学研究科・教授 

研究者番号：60199049 



 

 

１．研究開始当初の背景 
 東南アジアを含む東アジアは先進国企業
の直接投資を受け入れつつ経済発展を実現
してきた。この過程を通じ、地場企業を含む
従来の産業集積地は大きく変容してきた。旧
来の｢大都市型｣｢産地型｣のような古典的な
タイプの産業集積地は衰退、あるいは崩壊す
る一方、エレクトロニクス、IT、自動車など
の資本集約的あるいは技術集約的なハイテ
ク産業がクラスターを形成しつつ、新しい産
業集積が次々と出現している。そうした産業
集積が東アジア地域に出現する背景を考察
する必要性を認識した。また、そうして起こ
る産業集積の類型化についても考察を深め
ようとした。 
 
２．研究の目的 
 グローバル化の進展の中で、東アジアは極
めて長期にわたって成長を続けてきた。それ
は、世界銀行が発表した注目すべき報告書
『東アジアの奇跡』において、もっとも重要
な特徴のひとつとして指摘されている通り
である。東アジアの発展は、一般的に低賃金
に基づく労働集約的な産業の発展であり、そ
うした産業が比較優位をもって輸出を実現
していに過ぎないとされることが多かった。
だが、現実の経済は低付加価値型産業を主要
産業とするものの、より資本集約的、ハイテ
ク型の産業を発展させ、急速な産業構造の高
度化が実現している。それが長期の経済成長
を達成させてきたのである。 
本研究は、この急速に変化する東アジア経

済の発展を地域の広域的な枠組みの中に位
置づけながら、産業集積と企業の側面から分
析し、旧来のあり方に代わる新しいタイプの
産業化を析出しようとすることであった。ま
た、プロジェクトでは旧来から存続している
各種の産業集積の諸類型とどのように異な
るかの考察を試みようとした。そのために、
多様な形で産業化を実現する東アジアの発
展を、既存の研究成果に学びつつ、幾つかの
類型化（タイプ分け）を行うと共に、それら
のタイプの産業集積が生まれる構造とその
特質を実証的、理論的に解明しようとした。
クラスター政策に関しては、先進国、発展途
上国を問わず、各国の中央政府も地方政府も
共に関心を持たざるを得ないというのが現
状である。その根拠として政策的な裏付けに
ついても考察を行うことを試みた。 
 
３．研究の方法 
（１）注目される東アジア、特に台湾、韓国、
中国における産業集積・産業クラスター地域
を選定し、そうした地域に対するアンケー
ト・企業調査等を通じて、東アジアの産業化
の発展構造を明らかにする。（２）空間経済
学を主とする理論的成果を基礎に、現在の東

アジアの構造変動の実態と、その構造を明ら
かにする。理論研究も同時に行う。正統的経
済学においては産業化の地域的平準化が想
定されるのに対して、経済統合はむしろ地域
的集積を促す傾向をもつことを考察し、それ
を東アジアの産業化の現実に照らし合わせ
つつ、考察を深める。（３）産業集積、企業
連関、国際的連関の諸側面からも分析を行い、
その総合化を図る。域内の国際分業を貿易構
造の変化から考察し、現実の産業化の動向を
捉える。（４）研究推進方式として、2 つの日
常的な公開研究会（アジア産業経済研究会と
空間経済研究会）を組織し、研究分担者間の
共通認識の構築に努める。（５）海外の研究
協力者との研究ネットワークの構築を目指
し、積極的に海外協力者との共同研究を進め
る。アンケート調査の実施に関わって、海外
研究者との共同研究の可能性を追求し、慶北
大学および社団法人産学研究院（韓国）、中
華経済研究院（台湾・台北）、北京大学（中
国）等の研究者との交流を深める。また、国
際共同研究の形での研究を深める。（６）そ
のために、国際会議を海外の研究協力者との
共催の形で開催し、共通の研究課題と問題意
識の共有を図る。実際、北京、名古屋、ハノ
イの国際シンポジウムをそれぞれ 2日間に亘
って開催した。（７）研究成果は、日本語に
よる国内はもちろん、それを超えて海外に積
極的に発信することを目指す。 
 
４．研究成果 
（１）台湾、韓国を中心に独自にアンケート
調査を実現した。台湾の中華経済研究院と合
同で行った、IT 産業クラスターである新竹科
学工業園区を中心にしたアンケート調査、慶
北大学と共同で行った台湾と共通の調査項
目による韓国・慶北地域におけるアンケート
調査、同様に中山大学と共同で行った珠江デ
ルタ地域のアンケート調査などを実現した。
調査結果からは、イノベーションが CEO の海
外留学経験など国際的要素と深い関わり合
いがあり、それがない場合でも経営上の導入
努力がそれを補っていることが確認された。
また、労働集約的集積に過ぎないと思われて
いる集積地においてさえも、イノベーション
への強い指向性が見出された。（２）東アジ
アの産業集積に関して、従来行われてこなか
った幾つかのタイプ分けを果たした。①輸出
加工区・経済特区型産業集積、②ハイテク型
産業集積、③産地型産業集積、④国営企業型
産業集積であり、特に①～③が重要なもので
あり、②の集積に関しては①の政府の政策的
な産業政策の発展形態として実現している
点に特徴がある。（３）産業クラスター政策
が先進国に限らず、発展途上の東アジアで注
目される背景について考察し、その根拠を解
明した。産業集積あるいは産業クラスター政



 

 

策では、著名な理論家のミカエル・ポーター
の産業クラスター理論があるが、これはアメ
リカ製造業の衰退問題を契機に生まれた研
究であり、そこからイノベーションを伴う競
争力ある産業クラスターが企業を超える政
府や研究機関、さらに地域的市場の特性と深
くかかわる中で生まれている事実を確認し
ている。すなわち、競争力の創出メカニズム
が抽出されたと言っていい。この事実に注目
し、世界的な産業クラスター政策への関心が
世界的な構造転換と関わるイノベーション
創出の政策的対応であることを確認した。
（４）従来の産業集積または産業クラスター
研究が特定地域に光を当て、そこでの集積内
連関の重要性を考察し、その連関の分析を深
めてきた。そのために発展水準の異なる地域
間の国際比較を通じた産業集積やクラスタ
ー政策の総合的な考察への思考の視点が弱
かった。本プロジェクトでは、東アジアの広
域的枠組みの中での研究を試み、発展水準の
違いに伴う産業政策上の特徴を、国際比較に
よる総合化を通じて明らかにした。（５）国
際的な共同研究のネットワークの構築に一
定の成果を収め、国際会議の開催と、その成
果の海外発信に成功した。本プロジェクトで
は、日本語、英語、中国語、韓国語等の多言
語による発表方法を意識的に追求し、刊行物
では日本語、韓国語、中国語の図書、英語に
よるジャーナルでの研究成果の発表を追求
した。国際会議については海外では外国語に
よる会議を開催した。 
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